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 「障害のある方の医療的ケアのすすめ方」については，別冊の様式集を作成しており

ます。本冊子と合わせて活用ください。 
 
・「介護職員等による喀痰吸引等研修（第３号研修）」受講申込関係 様式集 
・認定特定行為業務従事者認定証交付申請関係 様式集 
・登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請関係 様式集 



 
 

 

１ はじめに 

 
 平成２４年４月に「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和６２年法律第３０号）が一部改

正され，介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等において，一定の条件の下で，「た

んの吸引等」の行為が実施できることとなりました。 
 「たんの吸引等」の実施の際には「医療や看護との連携による安全確保」が必要であり，

その条件が整ったサービス提供体制が整えられる必要があります。 
 そこで，京都市障害者自立支援協議会では，「医療的ケア部会」において，「医療」・「看

護」・「介護」の関係者やその他支援者が連携し，「たんの吸引等」が必要な障害のある方に，

円滑に提供体制が整えられるよう，平成２６年度に継続的な議論を行い，当冊子を作成す

る運びとなりました。 
 当冊子を，関係機関の連携の場で活用していただければ幸いです。 
 
 

平成２７年６月 
京都市障害者自立支援協議会「医療的ケア部会」 

 
 
 
 
 
※ 「医療的ケア」とは，日常生活上必要不可欠な生活援助行為としての医療行為であっ

て，長期に渡り継続的に必要とされるケアのことを言います。 
  当冊子では，平成２４年４月の法改正により，介護職員等が業として実施できるとさ

れた喀痰吸引・経管栄養の両行為を「喀痰吸引等」と記載しています。 
 
   生活援助行為    ・排せつ介助 ・入浴介助 等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

医療的ケア 

・導尿 
・酸素療法 
・浣腸（市販の浣腸器を使用する場合を除く）  等 

喀痰吸引等 

・たんの吸引 
・経管栄養

医療行為ではない行為（参考資料 参照） 

・爪切り  ・体温測定  ・耳かき    等

改正法に基づき，介護職員等が

業務として実施できるもの。 

改正法に基づかず実施するものが

やむを得ないかどうかは，違法性

阻却の考え方（Ｐ８）に沿って，

個別具体的に判断される。 
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２ 社会福祉士及び介護福祉士法（以下「法」という。）の改正の概要 

（１）認定特定行為 

認定特定行為＝介護福祉士及び一定の研修を受けた介護職員等が，一定の条件のもとに

実施可能となった「喀痰吸引等」の範囲 
 ○喀痰吸引…口腔内，鼻腔内（いずれも咽頭手前まで），気管カニューレ内部 
 ○経管栄養…胃ろう又は腸ろう，経鼻経管栄養 

 
以下の法，省令及び通知において示されています。 

 
○栄養チューブの挿入確認は医療職等が行う。 
○呼吸器の付け外し等喀痰吸引に伴う一連の行為は演習・実地研修を行ったうえで実施で

きる。 
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（２）認定特定行為業務従事者・登録特定行為事業者 

ア 喀痰吸引等を実施する介護職員等を「認定特定行為従事者」といいます。 
 「認定特定行為従事者」になるためには，都道府県（又は，「登録研修機関」→Ｐ６）

が実施する研修を受講し，修了証及び認定証の交付を受ける必要があります。 
※介護福祉士の取扱いについて 

 平成２８年度（平成２９年１月）以降の国家試験合格者は，介護福祉士の国家資格を

もって，喀痰吸引等を実施できます（ただし，実施できる行為は，養成課程又は従事し

た登録事業者において，実地研修を行った行為のみ）。 
 それ以前に介護福祉士の国家資格を取得した者については，「認定特定行為従事者」と

同じく，都道府県（又は，「登録研修機関」→Ｐ６）が実施する研修を受講し，認定証の

交付を受けた者が認定特定行為従事者になることができます。 
 
イ 「認定特定行為従事者」が所属する事業者は，「登録特定行為事業者」として，都道

府県の登録を受ける必要があります。 
○登録特定行為事業者の登録基準 
ア）医療関係者との連携 
 医師の文書による指示，利用者の心身の状況に関する情報共有 
 喀痰吸引等の実施内容に関する計画書・報告書の作成等 

イ）安全適正に関する基準 
 実地研修未修了の介護職員等に対し，医師・看護師等を講師とする実地研修の実施 
 安全確保等のための体制の確保（安全委員会等），感染症予防措置，秘密保持等 

 
ア，イの両方の手続を経た従業者，事業者が自らの事業の一環として，喀痰吸引等の業務

を行うことができます。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

認定特定行為業

務従事者認定証

登録特定行為

事業者登録 

事業所・施設等 介護職員等

「研修修了証」 

都道府県 
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（３）喀痰吸引等研修 

認定特定行為従事者が実施できる行為は，研修の種類により異なります。 
 
第１号研修…不特定多数の者に全ての喀痰吸引等の行為が実施可能 
第２号研修…不特定多数の者に，全ての喀痰吸引等の行為のうち，実地研修を受けた特定

の行為のみ実施可能 
第３号研修…特定の者の必要な行為のみ実施可能 

（研修を行っていない特定の者及び行為は，法に則った実施となりません。） 
 
（４）喀痰吸引等の対象者の別 

ア 特定の者（第３号研修） 
 利用者と介護職員等とのコミュニケーションなど個別的な関係性が重視されるケース

に対応するもので，具体的には，筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）又はこれに類似する神

経・筋疾患，筋ジストロフィー，高位頸髄損傷，遷延性意識障害，重症心身障害等の療

養患者や障害者が「特定の者」に該当します。 
※ 在宅，支援学校，保育所等において，特定の者に喀痰吸引等を実施する場合は，特定の者対象の認定

特定行為業務従事者認定証の交付を受けることになります。また，障害者支援施設等でも，上記の具体

的障害名に該当する者であって，対象者も限定されている場合は同様。 

 
イ 不特定多数の者（第１号研修，第２号研修） 

 ア以外の場合，基本的に，複数の介護職員等が複数の利用者に対して喀痰吸引等を実

施する場合は「不特定多数の者」に該当します。 
※ 「不特定多数の者」の認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた者が実施する必要があります。

ただし平成２７年４月から第２号研修については，各行為のうち，任意の行為について実地研修を修了

した場合，個別に上記の認定証の交付が受けられます。 

 

研修 対象 
喀痰吸引 経管栄養 

口腔内 鼻腔内 気管カニュ

ーレ内 
胃ろう・腸

ろう 
経鼻経管栄養

１号 
不特定多数 

○ ○ ○ ○ ○ 

２号 △ △ △ △ △ 

３号 特定 必要な行為についてのみ実施 

 
※ 「特定の者」への喀痰吸引等の実施は個別性の高い支援内容であるため，第３号研修を受講のうえ実

施することが望ましいと考えます。また，第１号，第２号研修に係る認定特定行為従事者が「特定の者」

に喀痰吸引等を実施する場合，第３号研修を改めて受講する必要はありませんが，法定研修ではなくと

も十分な研修等を行い，医療機関等との綿密な連携体制の下で実施してください。
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（５）登録研修機関 

 喀痰吸引等研修は，都道府県又は事業所が所在する都道府県において，登録を受けた

事業者や養成施設（登録研修機関）が実施することができます。 
 
○登録基準 
・ 喀痰吸引等に関する法律制度及び実務に関する科目について研修を行うこと 
・ 喀痰吸引等の実務について，医師，看護師等が講師となること 
・ 研修を受ける者の数に対し十分な数の講師を確保していること 
・ 研修に必要な器具等を確保していること 
・ 研修の安全管理体制等を定めた業務規程を定めること 

※研修の場所・実施方法・安全管理体制・料金・受付方法・業務上知り得た秘密の保持・業

務に関する書類の保存等 
・ 研修の段階ごとに習得の程度を審査すること 
・ 他の類型の研修等により知識・技能を修得している者には研修の一部を免除できること 

（任意の行為） 
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京都府内の登録研修機関一覧（平成２７年３月１日時点）



 
 

 

３ 医療関係者との連携体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 喀痰吸引等の実施に当たっては，医療関係者を含むケアカンファレンス等の体制整備，

その他の安全確保のための体制の確保が必要となります。 
 具体的には， 

①喀痰吸引等の実施について，医師の文書による指示を受けること 
②看護職員との連携，役割分担を明確にすること 
③実施に係る「計画書」・研修の実施に係る「報告書」を作成すること 
④利用者や家族への説明と同意               等があげられます。 

喀痰吸引等の提供 
 
●喀痰吸引 
●経管栄養 

主治医 
○喀痰吸引等の実施に

係る指示 

介護職員等 
○認定特定行為業務従

事者であること 
○登録研修機関での研

修の受講 

訪問介護事業者 
障害者支援施設等 

○登録特定行為事業者で

あること 
○都道府県に登録 

訪問看護ステーション 
○喀痰吸引研修の実

施・医師への報告 

登録研修機関 
○喀痰吸引等研修実施 

利用者 

指示書 
（研修・実施）

報告書 

研修の実施

緊急の連絡体制 

医師の指示に基づく実施 

研修実施報告 

計画書 

計画書提出，説明・同意

所属
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４ 実質的違法性阻却の考え方 

 
（１）これまでの経過 

 喀痰吸引等の行為については，当面やむを得ない措置（実質的違法性阻却）として，一

定の条件の下，下記の厚生労働省医政局長通知により介護職員等による実施を運用してい

ました。 
 

① ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について 
（平成１５年７月１７日医政発 0717001 号） 
② 盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて 
（平成１６年１０月２０日医政発第 1020008 号） 
③ 在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて 
（平成１７年３月２４日医政発第 0324006 号） 
④ 特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて 
（平成２２年４月１日医政発 0401 第 17 号） 

 
 医療的ケアは，これまで支援してきた利用者について，状態が悪化し，医療的ケアが必

要になっても，介護職員等が継続的に支援を行っていけるよう，人道的な観点から上記①

～④の通知が発出されていました。 
 平成２４年４月の法改正により，介護職員等による喀痰吸引等については，研修体系が

確立されたところです。研修体系が確立されたもとで，法改正に基づかない喀痰吸引等が

やむを得ないものかどうかは個別具体的に判断されますが，今後も継続的に安全に支援を

行っていくという考え方に変わりはないものと考えます。 
 
（２）これまでの実質的違法性阻却に基づく喀痰吸引等の取扱い 

・上記の①～④の医政局長通知は「新制度施行後にその普及・定着の状況を勘案し，特段

の事情がある場合を除いて原則として廃止する予定」とされています。（廃止時期は未定） 
・平成２４ 年４月度以降に開始した研修（特別養護老人ホームにおける１４時間の施設内

研修や在宅における家族や看護師による研修など）は有効とならず，経過措置の対象とな

りません。 
※ 平成２４ 年度末までに修了又は開始した研修のみ有効となります。 
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実地研修 
以下の書類は，実地研修を行う場合，基本研修受講中に準備・作成し，実地研修に持参する。 

 

③ □ 利用者又は家族の研修の同意書 ※コピー 

④ □ 主治医から指導看護師への研修の指示書 ※コピー 

⑤ □ 個別のケアマニュアル（手順書） 

⑥ □ 評価票（⑤に「評価欄」を設けることで，⑥に替えることができる。）

⑦ □ 実地研修 記録用紙 

⑧ □ ヒヤリハット・アクシデント報告書 

基本研修 
・印鑑，研修テキスト，鉛筆，消しゴムを持参。 
・研修終了後，筆記試験，シミュレーター演習，現場演習を行う。
 ※合格した場合のみ現場演習及び実地研修を実施。 

５ 喀痰吸引等研修の概要 

（１）第３号研修受講の流れ（確認用，①～⑧は次頁の研修に必要な書類に該当） 

 
利用者からの依頼 

 

 
喀痰吸引等研修の申込み 

以下の書類を登録研修機関宛てに送付 

① □ 受講申込書 

 
受講決定 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

喀痰吸引等研修の修了 
以下の書類を登録研修機関に送付する。 

②チェック表 ③同意書 ④指示書 ⑤手順書 ⑥評価票 ⑦記録用紙 ⑧報告書 

□ □ □ □ □ □ □ 
 

 
 

第３号研修修了証の交付 
 
 

 

 

 

 

 
 

※問題なしとして受付けた日から加算等が生じ，それまでは法に沿った行為とはいえない。 

実施に当たって必要なこと
・医師の実施の指示書（介護

職員等喀痰吸引等指示書）
の依頼，又はコピーの取得

・利用者又は家族の実施の同
意書の整備 

・安全委員会の設置 
・日々の実施記録の作成 
・訪問看護等との連携 
・医師への実施の報告 等 

実地研修のみの場合

基本研修のみの場合 

確認 

受講証明書の交付 

同時に行うこと
●受講料の振込 
●指導看護師との日程調整

事業所 従事者

登録特定行為事業者の申請・変更

受付

京都府 介護・地域福祉課へ申請

認定特定行為業務従業者認定証の交付登録特定行為事業者の登録

認定特定行為業務従業者認定証の申請
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（２）研修受講に必要な書類 

 様式番号 書類名 備考 

① （様式１） 受講申込書 原本 

② （様式２） 実地研修準備チェック表 原本 

③ （様式３） 利用者又は家族の研修の同意書 コピー 

④ （様式４） 主治医から指導看護師への研修の指示書 コピー 

⑥ （様式５） 現場演習・実地研修の評価票 原本 

⑦ （様式６） 実地研修 記録用紙 原本 

⑧ （様式７） ヒヤリハット・アクシデント報告書 原本 

※ ①・②以外は参考様式であるため，独自の様式を使用しても構わない。ただし，

参考様式に記載される項目を満たす必要がある。 

 

（３）研修内容 

ア 基本研修 
ア）講義 
 「特定の者」に特化したテキストを使用し基本的内容に絞った講義（８時間）を実施。 
イ）演習 
 シミュレーターを使用した演習（１時間）を通じて一連の流れが問題なくできるよう

になるまで繰り返し実施。 
※重度訪問介護従事者養成研修との統合課程の場合，シミュレーター演習込みで２０．５

時間。喀痰吸引等のみの研修では９時間。 
ウ）評価 
 講義部分の評価については，「特定の者」に特化した筆記試験（基本的内容に絞ったも

の）を実施。演習の評価については，「特定の者」に特化した評価指標を使用。 
 

講義科目 時間数 

重度障害児・者の地域生活等に関する講義 2 時間 

喀痰吸引等を必要とする重度障害児・者等の障害及び支援に関する講義 6 時間 

緊急時の対応及び危険防止に関する講義 

喀痰吸引等に関する演習（シミュレーター） 1 時間 

 
イ 実地研修  

ア）看護師が指導（必要に応じ医師・看護師と連携した経験のある介護職員及び利用者・

家族が指導の補助）を行い，看護師による評価により，問題ないと判断されるまで実

施（まず，「現場演習」において問題ないことが確認でき，その後，「実地」におい

て，連続２回全項目が実地研修評価判定基準の「ア １人で実施できる。評価項目に

ついて手順通りに実施できている。」となることが必要）。 

 看護師の指導は，初回及び状態変化時以外については「定期的」に実施する。 

イ）評価については，「特定の者」に特化した評価票を使用。利用者（家族）の意見を聴

取することが可能な場合は，指導看護師等が利用者（家族）の意見も踏まえた上で

評価を実施。 
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（４）研修終了後の流れ 

ア 認定特定行為業務従事者認定証の交付申請 

 喀痰吸引等の行為を業として実施するためには，研修の修了だけではなく，「認定特

定行為業務従事者認定証」（以下「認定証」という。）の交付を受けることが必要です。 
（ア）新規の場合 
・ 交付申請書 第４－２号様式 
・ 住民票（写）※コピーは不可 
・ 申請者が法附則第４条第３項の各号に該当しないことを誓約する書面 第４－３

号様式 
・ 喀痰吸引等研修の修了証明書 ※コピー 
・ 返信用封筒（角形２号） １２０円切手貼付，「不足分は受取人負担」の朱書 
・ チェックリスト 

 
（イ）変更が生じた場合  
「氏名」及び「修了した特定行為」が変更となった場合は届出が必要です。 
・ 変更届出書 第７号様式 
・ 氏名変更…認定証（原本）及び変更内容が確認できる書類（戸籍謄本等） 
  特定行為の変更…認定証（原本）及び追加する行為の研修修了証明書（写） 
※なお，申請は事業所単位でまとめて行うこともできます。 

 
 
 

イ 登録特定行為事業者の登録 

 喀痰吸引等の行為を業として実施するためには，事業者が「登録特定行為事業者」

として登録を行うことが必要です（加算の算定，損害賠償の適用等）。 
（ア）新規の場合 
・ 登録申請書 第１－１号様式 
・ 介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿 第１－２号様式 
・ 社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の４各号の規定に該当しないことを誓約す

る書面 第１－３号様式 
・ 登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類 第１－４号様式 
・ 申請者が法人である場合，（ａ）定款又は寄附行為（ｂ）登記事項証明書 
  申請者が個人である場合，住民票（写）※コピー不可 
・ 返信用封筒（定型長３号） 
  ９２円切手貼付，郵便番号，住所，事業所名を記入 
・ チェックリスト 
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◆第１－４号様式の添付書類 
適合要件 書類の記載内容・留意点 
１ ① ※「医師の指示書」（様式のみ） 

②  連携する医療機関等についての記載文書 
③  役割分担や情報共有の方法（連絡会議や文書伝達等）の記載文書 
④ ※利用者ごとの実施計画書（様式のみ） 
⑤ ※医師への報告書（様式のみ） 
⑥  緊急時のおける連絡方法の記載及び連絡網等 

２ ①  介護福祉士・認定特定行為業務従事者 名簿（様式１－２） 
②  今回は不要 
③  安全委員会の構成員，協議内容，実施頻度等の記載文書 
④  安全性確保のための研修カリキュラムや計画を定めたもの 
⑤  喀痰吸引に必要な備品の一覧表 
⑥ 

 事業所における衛生マニュアル（既存のものに追加で可） 
⑦ 
⑧ ※利用者・家族の同意書（様式のみ） 
⑨  情報保持に係るマニュアル（既存のものに追加で可） 

 
 
（イ）変更が生じた場合 
 以下の事項に変更が生じた場合，変更が生じた日から１０日以内に届出が必要です。 
・ 変更届出書 第３－２号様式 
・ 変更内容が分かる書類（下表のとおり） 
 事項 添付書類 
設

置

者

関

連 

①代表者氏名 登記事項証明書又は理事会等の議事録（議

事録で代用する場合は，法人で奥書証明願

います。また，後日登記完了後，登記事項

証明書を提出してください） 

②代表者の住所 
③事業所の名称 
④事業所の所在地 
⑤法人の定款又は寄附行為 

事

業

所

関

連 

①業務方法書 変更後のものと変更箇所が分かるもの 
②喀痰吸引等を行う従事者の名簿 第１－２号様式及び認定証等（写） 
③喀痰吸引等に係る備品一覧 変更後備品一覧 
④実施研修責任者の氏名 不要 
⑤事業開始予定年月日 不要 

 
 
ウ 医師の実施の指示書 （研修の指示書（様式４）とは異なります。） 

喀痰吸引等の実施のためには，医師の実施の指示書（介護職員等喀痰吸引等指示書 

様式２－１）が必要です。指示書は３箇月に１度，１人の利用者に対し１枚しか発

行されませんので，他の支援事業所等と連携し，コピーして使用してください。 
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(５）実施に当たっての留意点 

●喀痰吸引等の実施に当たっては，  
・医師の実施の指示書を確認 
・利用者・家族の同意書を確認 
・日々の喀痰吸引等の実施記録の作成 
・ヒヤリハット・アクシデントの報告と対策 
・安全委員会の設置 
・訪問看護等の医療機関との連携 
・医師への実施の報告            等 

が求められます。 
 

●認定証を取得している介護職員等でも，新たな特定の者について依頼がある場合や，

新たな喀痰吸引等の認定特定行為を行う場合について，喀痰吸引等研修（実地研修）

の受講が必要となります。 
 
●京都市が実施する「医療的ケア研修」を受講するなどして，適宜スキルアップを図

るよう努めてください。 
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６ 医療連携加算 

①施設入所支援（障害者支援施設） 
 重度障害者支援加算（Ⅰ）において，喀痰吸引等を実施する事業所の体制を評価する。 
●算定要件 

 特別な医療が必要であるとされる者又は腸ろうによる経管栄養若しくは経鼻経管栄養

が必要とされる者が利用者の数の合計の１００分の２０以上であること等 
※喀痰吸引及び胃ろうによる経管栄養については，「特別な医療」に含まれています。 

 
②生活介護 
 人員配置体制加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）において，喀痰吸引等を実施する事業所の体制を評

価する。 
●算定要件 

 障害支援区分５若しくは障害支援区分６又はこれに準ずる者（一定以上の行動障害を

有する者又は喀痰吸引等を必要とする者）が利用者の数の合計の１００分の６０（（Ⅱ）

の場合は５０）以上であること等 
 
③他の日中活動系・居住系サービス等 ※看護職員を配置することとされていないもの 
 医療連携体制加算（Ⅲ）及び（Ⅳ）において，看護職員による指導及び介護職員による

喀痰吸引等の実施体制を評価する。 
●医療連携体制加算（Ⅲ） ５００単位（看護職員１人１日当たり）※短期入所では６００単位  

 看護職員が介護職員等に喀痰吸引等に係る指導のみを行った場合に算定。 
●医療連携体制加算（Ⅳ） １００単位（利用者１人１日当たり）※短期入所では 

 介護職員等が喀痰吸引等を実施した場合の支援体制を評価して算定。 
※短期入所（医療型短期入所を除く。），自立訓練（生活訓練），就労移行支援，就労継続支援Ａ型，就労

継続支援Ｂ型及び共同生活援助（グループホーム） 

 
④訪問系サービス 
 特定事業所加算（Ⅰ）及び喀痰吸引等支援体制加算において，喀痰吸引等を実施する事

業所の支援体制を評価する。 
●特定事業所加算（Ⅰ）の重度者対応要件 

 前年度又は算定日が属する月の前３月間における指定重度訪問介護の利用者の総数の

うち，障害程度区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者の占める割合が１０

０分の５０以上であること 
●喀痰吸引等支援体制加算 １００単位（利用者１人１日当たり） 

 特定事業所加算（Ⅰ）を算定していない事業所において，介護職員等が喀痰吸引等を

実施した場合の支援体制を評価して算定。 
＊居宅介護，重度訪問介護，同行援護及び行動援護。 
 重度障害者等包括支援においては，居宅介護，重度訪問介護，同行援護又は行動援護において喀痰吸

引等を実施した場合に限り，喀痰吸引等が必要な者に対する支援体制について，加算により評価。 

 

-14-


